
トータル人事システム（なすからキャリアマップ）

営利企業等従事による地域貢献活動
職員提案型による業務改善・公務に有する資格の助成

複線型人事
ライン職
スタッフ職

能力涵養期 能力拡張期 能　力　熟　達　期 能力伝承期

主　事 主　任 主　査 係　長
（前期）

係　長
（後期）

課長補佐 主　幹 参事・課長 再任用・役職定年

自治大学・地方公共団体金融機構

「学ぶ職員」 「人を育てる職場環境が作れる職員」

マネジメント能力向上のための気付きを促す多面評価

役職定年者研修

eラーニング（常時チャンネル開設）による知識習得

人材育成・公務能率の向上のための能力評価及び業績評価

各課必置資格・専門性修得 ハラスメント研修・人材アセスメント研修

地自法・地公法・法務基礎研修 マネジメント研修 監督者研修Ⅰ【
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種
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修
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】

人事評価結果による査定昇給　※主に係長（後期）以上

人事評価結果による査定賞与

個別制度の運用

通常採用
（一般・専門職）

就職氷河期採用
（一般・専門職）

ポスト採用（国・他自治体・民間） ‣ 採用（就職氷河期・通常)

‣ 採用（任期付等の活用）

‣ ポスト採用・派遣交流

　（国・他自治体・民間）派遣交流（国・他自治体・民間）

意欲をもって市民のために働く職員

‣ 人事評価制度の見直し

（OJTへの積極的な活用）
‣ 営利企業等従事の制限の

　見直し
‣ 360度評価制度

‣ 昇任制度

‣ 多様（専門・選択・派遣）

 な研修制度
‣ 資格助成制度

職員満足度調査（職員エンゲージメント把握）

‣ 働き方改革

（テレワーク･時差出勤等）
‣ 職員満足度調査

‣ 意識改革（経営的視点等）

経営的視点への意識改革

テレワーク等の推進・育児及び介護等と仕事の両立

‣ 人事評価制度の見直し

（査定昇給の本格導入）

‣ ライン職とスタッフ職の在

　り方（定年前と定年後）

‣ ジョブローテーション制度

‣ 専門職希望申告

異動希望申告・希望降任（係長以上） 事前提供
勤務意思確認専門職（得意分野）希望申告

人事異動（ジョブローテーション）
ライン職

スタッフ職

監督者研修Ⅱ 管理者研修
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